
業務収益
運営費交付金収益 2¶462¶180 569¶719 4¶974¶660 8¶006¶561 1¶584¶986 9¶591¶548

学生納付金収益 ` 7¶660 3¶760¶164 3¶767¶825 ` 3¶767¶825

附属病院収益 12¶928¶370 ` ` 12¶928¶370 ` 12¶928¶370

受託研究等収益 75¶686 ` 261¶834 337¶521 15¶292 352¶813

受託事業等収益 36¶407 ` 154¶823 191¶230 2¶812 194¶042

寄附金収益 77¶188 5¶775 397¶189 480¶154 12¶681 492¶835

財務収益 ` ` ` ` 11¶131 11¶131

雑益 642¶963 17¶663 856¶119 1¶516¶746 689¶003 2¶205¶749

小 計 16¶222¶798 600¶819 10¶404¶791 27¶228¶409 2¶315¶907 29¶544¶317

業務損益 � 1¶170¶299 4¶935 16¶044 � 1¶149¶318 � 220¶125 � 1¶369¶444

土地 1¶552¶352 3¶439¶576 9¶481¶453 14¶473¶381 3¶396¶090 17¶869¶472

建物 14¶056¶567 848¶119 10¶560¶035 25¶464¶723 2¶576¶268 28¶040¶991

構築物 532¶507 103¶063 920¶187 1¶555¶758 369¶384 1¶925¶143

工具器具備品 5¶013¶665 12¶259 2¶152¶060 7¶177¶986 176¶648 7¶354¶634

その他 3¶702¶235 1¶262 3¶887¶891 7¶591¶389 9¶642¶524 17¶233¶913

帰属資産 24¶857¶327 4¶404¶282 27¶001¶629 56¶263¶239 16¶160¶915 72¶424¶155

` 目的積立金の取り崩しを財源とする費用の発生額

附 属 病 院 附属学校・園 国 立 学 校 法 人 共 通 合 計

365¶506千円 ` 34¶731千円 81¶293千円 481¶531千円

a 減価償却費、損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、損益外利息費用相当額及び損益外除売却差額相当額並びに引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額

附 属 病 院 附属学校・園 国 立 学 校 法 人 共 通 合 計

減価償却費 2¶228¶497千円 4¶429千円 648¶279千円 78¶705千円 2¶959¶912千円

損益外減価償却相当額 52¶747千円 73¶576千円 1¶086¶844千円 195¶618千円 1¶408¶787千円

損益外減損損失相当額 ` ` ` ` `

損益外利息費用相当額 ` ` ` ` `

損益外除売却差額相当額 ` ` 161¶128千円 12¶827千円 173¶956千円

引当外賞与増加見積額 � 8¶666千円 1¶084千円 � 6¶686千円 2¶144千円 � 12¶123千円

引当外退職給付増加見積額 � 66¶084千円 29¶587千円 � 286¶875千円 66¶006千円 � 257¶365千円

b 附属病院セグメントについて
本学における附属病院の運営費交付金の積算額は、国の予算積算額に人件費等438¶037千円を加算した2¶586¶595千円を計上しています。
附属病院セグメントにおける運営費交付金収益は、本学における積算額 2¶586¶595千円から資産の取得に充てた124¶414千円を差し引いた金額になっています。
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~\ セグメントについては、「附属病院」、「附属学校・園」、それ以外（学部・研究科、共同利用施設等）の「国立学校」及び「法人共通」に区分しています。
] 業務費用のうち、「法人共通」（2¶536¶032千円）は、各セグメントに配賦しなかった費用及び配賦不能の費用であり、その主な内訳は、大学本部の役職員人件費、教育経費及び一般管理費で、それ
ぞれ1¶439¶027千円、621¶856千円、392¶149千円となっています。

^ 業務収益のうち、「法人共通」（2¶315¶907千円）は、各セグメントに配賦しなかった収益及び配賦不能の収益であり、その主な内訳は、運営費交付金収益及び雑益で、それぞれ1¶584¶986千円、
689¶003千円となっています。

_ 帰属資産のうち、「法人共通」（16¶160¶915千円）は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主な内訳は、土地、建物、構築物、工具器具備品及び現金預金であり、それぞれ3¶396¶090千円、
2¶576¶268千円、369¶384千円、176¶648千円、8¶524¶300千円となっています。
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